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「令和６年度パートタイム・有期雇用労働法の指導状況」 

を公表します～山口県の同一労働同一賃金等の指導状況を初公表～ 

 

山口労働局（局長 鈴木 輝美）は、このたび「令和６年度の短時間労働者及び有期雇

用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（以下「パートタイム・有期雇用労働法」と

いう。）の指導状況」をまとめましたので、公表します。 

パートタイム・有期雇用労働法では、事業主は、基本給や賞与、手当など、あらゆる

待遇について、パートタイム・有期雇用労働者と通常の労働者（正社員等）との待遇の

間において、個々の待遇の目的や性質に照らして、不合理な待遇差を設けてはならない

とされています。 

山口労働局では、新たな取組として、監督署が実施する集団指導等を活用し、同一労

働同一賃金の遵守徹底の要請と支援策の周知を行うとともに、引き続き報告徴収（企業

指導）等の実施により着実な法の履行確保を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

  

【ポイント】  

・ パートタイム・有期雇用労働法第８条「不合理な待遇の禁止」に関して、雇用管理

の実態把握を行った 250 企業のうち、法違反は 70 件、全体の 28.0％であった。 

・ 是正指導を受けた企業の全てが是正・改善している。  

・ パートタイム・有期雇用労働者の雇用管理の改善等のため、企業に対して第 19 条

（事業主等に対する援助）に基づく助言を 244 件行った。 



令和６年度のパートタイム・有期雇用労働法の指導状況 
  
（山口労働局）                 

  令和４年度 令和５年度 令和６年度 

報告徴収実施件数（企業数） 149 226 250 

是正指導実施件数（企業数） 118 192 195 

うち第６条   労働条件の文書交付等 70 95 106 

うち第７条   就業規則の作成手続 48 49 17 

うち第８条  不合理な待遇差の禁止 5 62 70 

（是正指導率） （3.4％） （27.4％） （28.0％） 

うち第９条  差別的取扱いの禁止 0 0 0 

うち第 10条  賃金の均衡待遇（努力義務） 11 15 8 

うち第 11条  教育訓練 9 3 2 

うち第 12条  福利厚生施設 0 0 0 

うち第 13条  通常の労働者への転換 46 72 77 

うち第14条  措置の内容や待遇の相違等に関

する説明、説明を求めたことを理由とする

不利益取扱いの禁止 

49 68 73 

うち第 16条  相談のための体制整備 21 31 55 

うち第 17条  短時間・有期雇用管理者の選任 18 42 42 

助言件数（企業数） 

（第 19 条に基づく雇用管理改善を促す助言） 
149 220 244 

 

（全国）                 

  令和４年度 令和５年度 令和６年度 

報告徴収実施件数（企業数） 3,498 11,173 15,519 

是正指導実施件数（企業数） 2,402 8,405 11,614 

うち第８条 不合理な待遇差の禁止 144 2,596 3,653 

（是正指導率） （4.1％） （23.2％） （23.5％） 
 

※パートタイム・有期雇用労働者の「公正な待遇の実現」を目的として、働き方改革関連法によ

り改正された「パートタイム・有期雇用労働法」は令和３年４月１日に全面施行されています。 

 

〈添付資料〉 

資料１ パートタイム・有期雇用労働法の指導事例 

資料２ パートタイム・有期雇用労働法 事業主向けリーフレット 

資料３ パートタイム・有期雇用労働法の概要 



パートタイム・有期雇用労働法の指導事例

法に基づき、性質や支給・付与目的に照らし、待遇ごとに不合理な待遇差か否かを判断し、労働局において不合理とされ、是正を指導した事例。

×

●通勤手当

労働契約に期間の定めがあるか否かによって通勤に要する
費用が異なるものではなく、実際に自己負担が生じている
者がいることからも、同一水準で支給しないことは不合理
な待遇差と判断。

×

【支給目的】
通勤費用補填

【是正前の待遇】
正社員には実費を支給、有期は１日あたり定額を支給

【待遇差の理由】
有期は近隣からの通勤者が多く、通勤費用があまりかからないため
（実際は遠方にも採用情報を掲載しており、自己負担している者あり）

正社員と同一基準で支給するよう指導し是正

×

●慶弔休暇

【付与目的】
仕事から離れて慶弔行事に参加するため

【是正前の待遇】
正社員のみに付与、有期には付与されていない

【待遇差の理由】
職務内容が異なるから（正社員：非定型、有期：定型業務）
（なお、正社員と同じ週所定労働日数であり勤務日振替は難しい）

付与目的に照らせば、職務内容によって慶弔行事に参加す
るために労働から離れる機会を与える趣旨や時間が変わる
ものではないことから、不合理な待遇差と判断。

正社員と同一基準で付与するよう指導し是正

●精皆勤手当

×

【支給目的】
特定の業務に従事する従業員の皆勤を奨励するため

【是正前の待遇】
正社員のみに支給、パート・有期には支給していない

【待遇差の理由】
正社員はパート・有期よりも早く出勤し、その時間で正社員のみ
が行える特定の業務をしているため
（ただし、特定の業務に従事しない正社員にも同様に支給）

勤務日数・時間に応じ正社員と同一基準で支給するよう指
導し是正

特定の業務に従事していない正社員にも手当を支給してい
ることから、パート・有期に支給しないことは雇用形態を
理由とするものであり、不合理な待遇差と判断。

※有期：有期雇用労働者、パート：パートタイム労働者（短時間労働者）

×

※この他、いかなる待遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差が不合理
なものでないかについては、「同一労働同一賃金ガイドライン」（短時
間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関す
る指針）において、原則となる考え方及び具体例を示しています。

資料１



パート従業員は近隣からの通勤者が多く、
通勤費用があまりかからないため

パートタイム・有期雇用労働法で
正社員と非正規雇用労働者間の不合理な待遇差は禁止されています

事業主の皆さま

労働契約に期間の定めがあるか否かに
よって通勤に要する費用が異なるもの
ではなく、実際に費用負担が生じてい
ることからも正社員と同一の基準での
支給が必要

×

[問題となりうる具体的なケース]

パートタイム・有期雇用労働法
キャラクター「パゆう」ちゃん 山口労働局

うちの事業所は大丈夫…？ 何をすればいいの…？ そんな事業主の方を

「働き方改革サポートオフィス山口」がサポートします！

など

職務内容が異なるため
（正社員：非定型、契約社員：定型業務）

×
付与目的に照らせば、職務内容によっ
て慶弔行事に参加するために労働から
離れる機会を設ける趣旨や時間が変わ
るものではないことから、正社員と
同一の基準での付与が必要

支給目的：通勤費用の補填

正社員には実費を支給、
パート従業員は1日あたり定額を支給

正社員のみに付与、有期雇用の
契約社員には付与されていない

正社員と同じ仕事をしているのに、同じように手当はもらえないの？

その待遇の違い、説明できますか？

短時間労働者や有期雇用労働者から、正社員との待遇差の内容や理由などを問わ

れた場合、事業主は当該労働者に説明しなければなりません。

・「パートだから」「契約社員だから」という理由では、説明として認められません。

・ 待遇ごとの性質・目的に照らして、職務内容や転勤・異動の範囲の違いなどから、
具体的に理由を説明できることが必要です。

基本給 賞与
(ボーナス)

食堂・休憩
室等の利用

各種
手当

教育訓練

■待遇の違いについて再点検してみませんか？

現在の待遇：

待遇差の理由：

支給目的：

現在の待遇：

待遇差の理由：

実際は…遠方からも採用しており、
自己負担している者がいる

実際は…正社員と同じ週所定労働日数
であり勤務日振替は難しい

※詳細は裏面をご確認ください。

●通勤手当が問題となった事業主の例 ●慶弔休暇が問題となった事業主の例

仕事から離れて慶弔行事に参加する
ため

（働き方改革推進支援センター）

資料２



来所・電話相談

来所・電話によりご相談を承り
ます。

企業へのコンサルティング

専門家が、会社への訪問もしくは
オンラインによるコンサルティング
を実施しています。

セミナー開催

企業向けのセミナーを随時開催
しています。

メール相談

メールでの相談も承ります。

助成金の活用相談

働き方改革推進支援助成金やキャリ
アアップ助成金※など、働き方改革に
関連する助成金の相談を承ります。

働き方改革推進支援センター
※コンサルティングの申し込みやセミナーの
開催情報などは事業所の所在地の都道府県名
をクリックしてご覧ください。

法的知識がないまま、各種手当の見直しに取り組んできたが、間違っていたことも多々あり、

どのように見直していけばよいか分からなかった。

今回の支援で法令を遵守しながら待遇の改善ができ、大変心強く、ありがたく思っている。

（受付時間：原則 平日9:00~17:00）

相談事例紹介

事業主 社会保険労務士

取り組んだ感想

基本給以外にさまざまな手当を支
給しているが、明確な基準はない。
支給基準を明確にすれば働く意欲
がもっと向上すると思うが、何を
すればいいか分からない…

働 き 方 改 革 サ ポ ー ト オ フ ィ ス 山 口 （ 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー ）

を 利 用 し て み ま せ ん か ？ ０ １ ２ ０ - 1 7 2 - 2 2 3

全国47都道府県にあるセンターで、社会保険労務士などの専門家が無料で相談に応じています

※キャリアアップ助成金とは ■助成額（労働者1人あたり）

その問題一緒に解決しましょう！

■助成額（労働者1人あたり）
例1：賃金規定等改定コース
有期雇用労働者等※1の基本給の賃金規定等※2を3％
以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成。
※１ 正社員以外のいわゆる「非正規雇用労働者」のこと。
※２ 基本給の額を定めた規定や賃金テーブル、賃金一覧表のこと。

例2：正社員化コース
就業規則または労働協約等に規定した制度に基づき、
有期雇用労働者等を正社員転換※3した場合に助成。
※３ 正社員への転換または直接雇用（派遣労働者の場合）のこと。

多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）への
転換、直接雇用も「正社員転換」に含まれます。

キャリアアップ助成金 検索詳しくは

（令和７年４月時点）

各種手当を全て正社員と非正規雇用
労働者で同一にする必要はありません。
各手当の性質・目的を確認していく
ことで、その支給基準を明確にし、
規定に定め、「見える化」しましょう。

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といった
非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを
促進するため、正社員転換、処遇改善の取組を実施し
た事業主に対して助成する制度です。

６％以上
5％以上
6％未満

4％以上
5％未満

3％以上
4％未満

７万円6.5万円５万円４万円中小企業

4.6万円4.3万円3.3万円2.6万円大企業

企業規模

賃金引上げ率

無期雇用労働者有期雇用労働者

40万円80万円中小企業重点支援
対象者 30万円60万円大企業

20万円40万円中小企業
上記以外

15万円30万円大企業

企業規模

正社員化前
雇用形態

a :雇入れから3年以上の有期雇用労働者
ｂ:雇入れから3年未満で、「過去５年間に正規雇用労働者であった期間が
１年以下」等の要件を満たす有期雇用労働者

ｃ:派遣労働者、母子家庭の母等、人材開発支援助成金の特定訓練修了者

※４

※４




